
1　モニタリング計画書（案）

番号 該当箇所 修正前（令和2年10月版） 修正後

1 別紙1第3(1)イの後に追加

-

2 別紙1第5(2)ウ 給水施設の設置及び撤去工事の設計及び施工 給水施設の設置及び撤去工事の設計並びに施工

3 別紙2第2ウ(2)提出書類 事業体制図及び各責任者一覧表 事業体制図並びに各役員及び責任者一覧表

4 別紙2第2(2)ウ提出時期 契約締結後30日以内
変更する場合は都度

本事業開始日まで
（変更時は発生都度）

5 別紙2第2(2)ウ提出書類
出向又は派遣等による水道施設運営等事業技術管理者又は業務責任者の配置許可願 出向又は派遣等による技術責任者又は業務責任者の配置許可願

6 別紙2第2(3)ウ

第三者への開示，目的外使用の実績が確認できる資料 第三者への開示，目的外使用を行う場合における，情報の内容及び第三者への開示
又は目的外使用を行う理由が確認できる資料

7
別紙2第2(3)カ　新たな機器の
設置や構築物等の建築の内容
がわかる資料　承認／確認

確認 承認

　工業用水道特定運営事業等に係る募集要項等の一部修正について

　令和３年２月16日に一部修正し公表しました募集要項等について、税務面での取り扱いの明確化や、競争的対話等を踏まえた文言の整理等により一部修正しました。
　各資料の変更点は次のとおりです。

分類

(１)
施
設
管
理

ウ　維持管理
の実施

（ア）施設の状
態監視保全、保
守点検・補修

確認 入構手続きに係る関係書類 任意
事業開始30日前

（変更時は発生の都度）
入構に係る通知方法 ―

要求水準書見出し

業務

第３　浄水場及び配水場の管理運営

承認区分
承認/
確認

提出書類 様式 提出時期 承認/確認事項

１
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２　基本協定書（案）

番号 該当箇所 修正前（令和3年2月版） 修正後

1 第5条第2項第7号

(7)　本議決権株主は，自らが保有する著作権，特許権，実用新案権，意匠権，営業
秘密の権利，商標権その他一切の知的財産権の対象となっている技術等がSPCにより
本運営事業及び附帯事業（いずれも実施契約に定める定義による。ただし，附帯事
業については，他水道事業受託業務（実施契約に定める定義による。）を除く。）
に導入された場合，市及び市が指定する者に対し，実施契約終了後における運営権
設定対象施設の運営のための当該導入技術の利用を，無償かつ無期限で許諾し，ま
た，当該利用許諾に関して市又は市が指定する者から協力を求められた場合には必
要な協力をするものとする。

(7)　本議決権株主は，自らが保有する著作権，特許権，実用新案権，意匠権，営業
秘密の権利，商標権その他一切の知的財産権の対象となっている技術等がSPCにより
本運営事業に導入された場合，市及び市が指定する者に対し，実施契約終了後にお
ける運営権設定対象施設の運営のための当該導入技術の利用を，無償かつ無期限で
許諾すること（ただし，実施契約の終了日においてSPCが本議決権株主に対して当
該導入技術の利用に係る対価の支払義務を負っている場合で，当該対価の支払が当
該導入技術の利用期間に応じて定期的に行われていたものである場合には，有償
（市が合理的と認める範囲に限るものとし，かつ，合理的な理由のない限り，SPC
が負担していた金額を上限とする。）かつ無期限で許諾させることで足りる。）と
し，また，当該利用許諾に関して市又は市が指定する者から協力を求められた場合
には必要な協力をするものとする。

2 別紙3第8項

8.　当社は，自らが保有する著作権，特許権，実用新案権，意匠権，営業秘密の権
利，商標権その他一切の知的財産権の対象となっている技術等がSPCにより本運営事
業及び附帯事業に導入された場合，市及び市が指定する者に対し，実施契約終了後
における運営権設定対象施設の運営のための当該導入技術の利用を，無償かつ無期
限で許諾し，また，当該利用許諾に関して市又は市が指定する者から協力を求めら
れた場合には必要な協力をするものとすること。

8.　当社は，自らが保有する著作権，特許権，実用新案権，意匠権，営業秘密の権
利，商標権その他一切の知的財産権の対象となっている技術等がSPCにより本運営事
業に導入された場合，市及び市が指定する者に対し，実施契約終了後における運営
権設定対象施設の運営のための当該導入技術の利用を，無償かつ無期限で許諾する
こと（ただし，実施契約の終了日においてSPCが当社に対して当該導入技術の利用
に係る対価の支払義務を負っている場合で，当該対価の支払が当該導入技術の利用
期間に応じて定期的に行われていたものである場合には，有償（市が合理的と認め
る範囲に限るものとし，かつ，合理的な理由のない限り，SPCが負担していた金額
を上限とする。）かつ無期限で許諾させることで足りるものとします。）とし，ま
た，当該利用許諾について市又は市が指定する者から協力を求められた場合には必
要な協力をするものとすること。
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３　実施契約書（案）

番号 該当箇所 修正前（令和3年2月版） 修正後

1
表紙の裏面
第4項

4.　一部負担金の総額
　●円（ただし，第67条第9項に従って変更された場合には変更後の金額。なお，一
部負担金に係る市の支払いは第67条に定めるところに従う。）

4.　一部負担金の総額
　●円（市が第67条に基づき本事業期間中に運営権者に支払う一部負担金の総額
は、左記の金額に消費税及び地方消費税相当額を加えた金額とする。ただし，第67
条第9項に従って変更された場合には変更後の金額とする。なお，一部負担金に係る
市の支払いは第67条に定めるところに従う。）

2 第11条第2項

前項の規定にかかわらず，運営権者が承継した運営権者承継対象契約のうち，本運
営事業の実施に関する業務委託契約（ただし，工事に係る請負契約を除く。）に基
づいて運営権者が負担することとされる報酬支払債務であって，本事業開始日の前
日までの履行部分に係るものについては，市が負担するものとする。この場合，運
営権者は，当該運営権者承継対象契約の相手方から，本事業開始日の前日までの履
行部分に係る報酬の支払請求があった後速やかに市にその内容を通知するものと
し，市は，当該通知の受領後相当の期間内に，当該報酬相当額を運営権者に支払
う。

前項の規定にかかわらず，運営権者が承継した運営権者承継対象契約のうち，本運
営事業の実施に関する業務委託契約（ただし，工事に係る請負契約を除く。）に基
づいて運営権者が負担することとされる報酬支払債務であって，本事業開始日の前
日までの履行部分に係るものについては，市が運営権者に代わって当該報酬支払債
務を負担するものとする。この場合，運営権者は，当該運営権者承継対象契約の相
手方をして，市に対して本事業開始日の前日までの履行部分に係る報酬の支払請求
をさせるものとし，市は，当該請求後相当の期間内に，当該報酬相当額を当該相手
方に支払う。

3 第12条

（本事業開始前に市が行う運営権設定対象施設の更新等及び維持修繕）
第12条　市は，本契約締結日から本事業開始日までの間，運営権設定対象施設に関
し，自らの費用負担により，①別紙12－1に定める運営権設定対象施設の更新等及び
②維持修繕のみを行う。また，市は，別紙12－1に記載されたもの以外の更新等又は
維持修繕を行おうとする場合には，あらかじめ運営権者に通知するものとする。市
は，本事業開始日までに行われる更新等又は維持修繕の結果，関連資料集の運営権
設定対象施設一覧が更新された場合には，これを速やかに運営権者に通知するもの
とする。
2　前項の定めに従って市が実施する運営権設定対象施設の更新等又は維持修繕が本
事業開始日までに完了しないことにより，運営権者に増加費用又は損害が生じた場
合であっても，市は，当該増加費用又は損害を補償する責任を負わないものとす
る。

（本事業開始前に市が行う工事）
第12条　市は，本契約締結日から本事業開始日までの間，本事業に関し，自ら又は
利用者の費用負担により，次の各号に掲げる工事のうち，別紙12-1に定める工事の
みを行う。
(1) 　運営権設定対象施設の更新等
(2) 　管路の支障移設等
(3) 　運営権設定対象施設の維持修繕
(4) 　給水施設工事
(5) 　給水施設の維持修繕
2　市は，別紙12－1に記載されたもの以外の前項第1号から第4号までに掲げる工事
を行おうとする場合には，あらかじめ運営権者に通知するものとする。市は，本事
業開始日までに行われる前項第1号から第3号までに掲げる工事の結果，関連資料集
の運営権設定対象施設一覧が更新された場合には，これを速やかに運営権者に通知
するものとする。
3　前二項の規定に従って市が実施する工事が本事業開始日までに完了しないこと
により，運営権者に増加費用又は損害が生じた場合であっても，市は，当該増加費
用又は損害を補償する責任を負わないものとする。

4 第13条第2項

第56条第1項又は第57条第1項の規定により本事業開始日以降に市から運営権者に引
き渡された施設について契約不適合（ただし，本項においては市から運営権者への
引渡時点における契約不適合をいう。）が発見された場合，運営権者は，当該引渡
施設の引渡日以後1年以内（以下本条において「契約不適合責任期間（追加引渡施
設）」という。）に市に通知する。市は，契約不適合責任期間（追加引渡施設）内
に運営権者から当該通知があった場合であって，当該契約不適合から運営権者に生
じた損害又は費用等の額が1件につき100万円（消費税及び地方消費税相当額を含ま
ない金額とする。）を超えた場合に限り，市において当該契約不適合の修補を行
い，又は当該契約不適合に起因して運営権者に生じた損害又は費用等を補償するも
のとし，その時期及び方法については，市及び運営権者の協議により定める。

第56条第1項又は第57条第1項の規定により本事業開始日以降に市から運営権者に引
き渡された施設（以下本条において「追加引渡施設」という。）について契約不適
合（ただし，本項においては市から運営権者への引渡時点における契約不適合をい
う。）が発見された場合，運営権者は，追加引渡施設の引渡日以後1年以内（以下
本条において「契約不適合責任期間（追加引渡施設）」という。）に市に通知す
る。市は，契約不適合責任期間（追加引渡施設）内に運営権者から当該通知があっ
た場合であって，当該契約不適合から運営権者に生じた損害又は費用等の額が1件に
つき100万円（消費税及び地方消費税相当額を含まない金額とする。）を超えた場合
に限り，市において当該契約不適合の修補を行い，又は当該契約不適合に起因して
運営権者に生じた損害又は費用等を補償するものとし，その時期及び方法について
は，市及び運営権者の協議により定める。
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番号 該当箇所 修正前（令和3年2月版） 修正後

5 第13条第3項

市は，前二項に定める契約不適合責任期間又は契約不適合責任期間（追加引渡施
設）経過後に運営権設定対象施設について契約不適合が発見された場合，これらの
契約不適合については一切責任を負わない。

市は，前二項に定める契約不適合責任期間又は契約不適合責任期間（追加引渡施
設）経過後に運営権設定対象施設について契約不適合が発見された場合，これらの
契約不適合については一切責任を負わない。ただし，契約不適合責任期間又は契約
不適合責任期間（追加引渡施設）の経過後において，運営権設定対象施設（追加引
渡施設を含む。）について契約不適合（追加引渡施設については，市から運営権者
への引渡時点における契約不適合をいう。以下本項において同じ。）が発見され，
当該契約不適合について，市が施工業者，製造業者その他の第三者（以下「工事請
負業者等」という。）に対して契約に基づく修補請求又は損害賠償請求を行うこと
ができる場合，市は，運営権者の要請に応じて，当該工事請負業者等をして当該契
約不適合の修補を行わせ，又は当該契約不適合に起因して市に生じた損害若しくは
費用等を補償させる。当該契約不適合に起因して市が工事請負業者等から実際に補
償金を受領した場合には，当該受領した金額から市に生じた固有の損害又は費用等
（もしあれば。）を控除した残額の限度で，当該契約不適合に起因して運営権者に
生じた損害又は費用等を補償する。運営権者は，市の要請に応じてこれに最大限協
力するものとする。

6 第36条第2項及び第3項

2　四半期事業報告書の記載事項及び公表事項等については，市が別途指定する。

3　運営権者は，四半期事業報告書について市に提出後，速やかにその公表事項を運
営権者のホームページ上で公表し，本事業期間終了後1年が経過するまでの間，公表
を維持しなければならない。

2　四半期事業報告書の記載事項及び公表事項等については，市及び運営権者の間
で協議及び調整を行った上で，市が別途指定する。
3　運営権者は，四半期事業報告書について市に提出後，速やかにその公表事項を運
営権者のホームページ上で公表し，本事業期間終了後1年が経過するまでの間（ただ
し，市及び運営権者の間で協議の上，別途合意した場合には，これよりも短い期
間），公表を維持しなければならない。

7 第37条第3項及び第4項

3　中期事業報告書及び単年度事業報告書の記載事項及び公表事項等については，市
が別途指定する。
4　運営権者は，中期事業報告書又は単年度事業報告書について市に提出後，速やか
にその公表事項を運営権者のホームページ上で公表し，本事業期間終了後1年が経過
するまでの間，公表を維持しなければならない。

3 　中期事業報告書及び単年度事業報告書の記載事項及び公表事項等については，
市及び運営権者の間で協議及び調整を行った上で，市が別途指定する。
4 　運営権者は，中期事業報告書又は単年度事業報告書について市に提出後，速や
かにその公表事項を運営権者のホームページ上で公表し，本事業期間終了後1年が経
過するまでの間（ただし，市及び運営権者の間で協議の上，別途合意した場合に
は，これよりも短い期間），公表を維持しなければならない。

8 第43条第4項

4 　第1項ただし書に規定する管路及び給水施設の緊急作業を市が実施した場合，運
営権者は，別紙16に従い，修繕業務委託料その他これに要した費用を負担するもの
とする。

4 　第1項ただし書に規定する管路及び給水施設の緊急作業を市が実施した場合，運
営権者は，別紙16に従い，当該緊急作業の対価として，当該緊急作業に要した費用
並びにこれに係る消費税及び地方消費税相当額を市に支払うものとする。ただし，
当該緊急作業に要した費用のうち，別紙16 3.(2)アに規定する直接工事費につい
ては，別紙19に規定する金額を上限として市に支払うことで足りる。また，本事業
開始日の前日までに使用中止の状態にあり，撤去されていない給水施設の緊急作業
に係る修繕業務委託料その他これに要した費用並びにこれに係る消費税及び地方消
費税相当額については，市が負担するものとする。
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番号 該当箇所 修正前（令和3年2月版） 修正後

9 第43条第5項

運営権者は，市から末端管路撤去関連費用の支払いを受けるために，四半期ごと
に，当該四半期の末日までに第50条第4項に基づいて市が運営権者に完成検査の合格
を通知した末端管路に係る工事について，要求水準書に定める必要書類を市に提出
するものとし，市は，運営権者から提出された当該書類を確認した上で，市が定め
る撤去単価に従い，当該末端管路に係る工事についての末端管路撤去関連費用の金
額を算出し，速やかに運営権者に当該金額を通知する。運営権者は，市による当該
書類の確認及び金額の通知の後，市に対して，当該四半期における末端管路撤去関
連費用に係る請求書を発行するものとし，市は，当該請求書を受領してから30日以
内又は当該四半期の末日の2ヶ月後の応当日のいずれか遅い日までに，運営権者に対
し当該四半期における末端管路撤去関連費用を支払う。

運営権者は，市から末端管路撤去関連費用の支払いを受けるために，四半期ごと
に，当該四半期の末日までに第50条第4項に基づいて市が運営権者に完成検査の合格
を通知した末端管路に係る工事について，要求水準書に定める必要書類を市に提出
するものとし，市は，運営権者から提出された当該書類を確認した上で，市が定め
る撤去単価に従い，当該末端管路に係る工事についての末端管路撤去関連費用の金
額を算出し，速やかに運営権者に当該金額を通知する。運営権者は，市による当該
書類の確認及び金額の通知の後，市に対して，当該四半期における末端管路撤去関
連費用に係る請求書を発行するものとし，市は，当該請求書を受領してから30日以
内又は当該四半期の末日の2ヶ月後の応当日のいずれか遅い日までに，運営権者に対
し当該四半期における末端管路撤去関連費用並びにこれに係る消費税及び地方消費
税相当額を支払う。

10 第43条第10項

市は，本事業期間中，毎年3月1日から翌年2月末日まで（以下本項において「費用算
定期間」という。）に設置又は修繕され，かつこれらに係る市消防局による立会い
が完了した消火栓の設置及び修繕に要した費用（以下本項において「消火栓設置等
関連費用」という。）を，当該消火栓の設置及び修繕に係る業務の対価として，運
営権者に支払う。なお，市は，各費用算定期間終了後速やかに，市消防局による立
会いが完了した消火栓の数量及び市水道局と市消防局が別途合意した単価をもと
に，当該費用算定期間における消火栓設置等関連費用の金額を算出し，これを運営
権者に通知する。運営権者は，市から当該通知を受けた後，市に対して消火栓の設
置完了に係る届出を行い，市は，当該届出の受領後，消火栓の設置に係る完了確認
を行う。市は，当該完了確認を行った場合，速やかに運営権者に合格通知を発出
し，運営権者は，市から合格通知を受けた後速やかに，当該費用算定期間における
消火栓設置等関連費用の金額について請求書を発行するものとする。市は，当該請
求書の受領日から40日以内に，当該請求書に基づき消火栓設置等関連費用並びにこ
れに係る消費税及び地方消費税相当額を支払うものとする。

市は，本事業期間中，毎年3月1日から翌年2月末日まで（以下本項において「費用算
定期間」という。）に運営権者によって設置又は修繕され，かつこれらに係る市消
防局による立会いが完了した消火栓の設置及び修繕に要した費用（以下本項におい
て「消火栓設置等関連費用」という。）並びにこれに係る消費税及び地方消費税相
当額を，当該消火栓の設置及び修繕に係る業務の対価として，運営権者に支払う。
なお，市は，各費用算定期間終了後速やかに，市消防局による立会いが完了した消
火栓の数量及び市水道局と市消防局が別途合意した単価をもとに，当該費用算定期
間における消火栓設置等関連費用の金額を算出し，これを運営権者に通知する。運
営権者は，市から当該通知を受けた後，市に対して消火栓の設置完了に係る届出を
行い，市は，当該届出の受領後，消火栓の設置に係る完了確認を行う。市は，当該
完了確認を行った場合，速やかに運営権者に合格通知を発出し，運営権者は，市か
ら合格通知を受けた後速やかに，当該費用算定期間における消火栓設置等関連費用
の金額について請求書を発行するものとする。市は，当該請求書の受領日から40日
以内に，当該請求書に基づき消火栓設置等関連費用並びにこれに係る消費税及び地
方消費税相当額を支払うものとする。

11 第43条第11項

市は，運営権者に対し，各四半期に公共の消防用として使用された工業用水の利用
料金相当額（以下本項において「消防用水道料金」という。）を支払う。なお，市
は，各四半期の終了後速やかに，市消防局から当該四半期における使用水量の申請
を受け，市水道局と市消防局が別途合意した単価に基づき消防用水道料金の金額を
算出し，これを運営権者に通知する。運営権者は，市から当該通知を受けた後速や
かに，かかる金額について請求書を発行するものとし，市は，当該請求書の受領日
から30日以内に，当該請求書に基づき消防用水道料金を支払うものとする。

市は，運営権者に対し，各四半期に公共の消防用として使用された工業用水の利用
料金（以下本項において「消防用水道料金」という。）並びにこれに係る消費税及
び地方消費税相当額を，市が受けた当該工業用水の供給の対価として支払う。な
お，市は，各四半期の終了後速やかに，市消防局から当該四半期における使用水量
の申請を受け，市水道局と市消防局が別途合意した単価に基づき消防用水道料金の
金額を算出し，これを運営権者に通知する。運営権者は，市から当該通知を受けた
後速やかに，かかる金額について請求書を発行するものとし，市は，当該請求書の
受領日から30日以内に，当該請求書に基づき消防用水道料金並びにこれに係る消費
税及び地方消費税相当額を支払うものとする。
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番号 該当箇所 修正前（令和3年2月版） 修正後

12 第44条第1項

本事業期間中，①原水水質の異常による取水停止，②浄水設備の故障，③災害若し
くは突発漏水等に伴う管路の破損又は④配水管工事の施工による断水に起因して，
水道事業からのバックアップを行う必要が生じた場合，運営権者は，市が別途指定
する様式により，必要となる供給水量，実施期間及び影響範囲等の見通しを明らか
にした上で，市に対し，水道事業からのバックアップを要請することができる。市
は，当該要請を受けた場合，別紙17に従い水道事業からのバックアップを実施す
る。

本事業期間中，①原水水質の異常による取水停止，②施設若しくは管路の突発的な
故障又は破損，③停電による施設の停止，④災害等に伴う施設又は管路の破損，⑤
工事の施工その他の要因に起因して，工業用水の供給に支障があり，水道事業から
のバックアップを行う必要が生じた場合，運営権者は，市が別途指定する様式によ
り，バックアップの手法，バックアップを要する理由及び期間並びに想定応援給水
量等について，市と事前に協議を行った上で，市に対し，水道事業からのバック
アップを要請することができる。市は，当該要請を受けた場合，別紙17に従い水道
事業からのバックアップを実施する。

13 第44条第2項

水道事業からのバックアップに要する受水費用は，別紙17に従い，運営権者が負担
するものとする。なお，水道事業からのバックアップによって工業用水の供給を
行った場合であっても，運営権者は，当該供給に対応する利用料金を利用者から収
受することができる。

運営権者は，水道事業からのバックアップに要する費用並びにこれに係る消費税及
び地方消費税相当額を，別紙17に従い，上水の供給及び市の役務提供の対価として
市に支払うものとする。なお，水道事業からのバックアップによって工業用水の供
給を行った場合であっても，運営権者は，当該供給に対応する利用料金を利用者か
ら収受することができる。

14 第52条

（施工業務の目的物完成後の契約不適合責任等）
第52条　第50条第4項に基づいて市が運営権者から引渡しを受けた工事の目的物につ
いて，破損等の契約不適合が発見された場合，市は，当該工事の目的物の引渡しか
ら1年以内に限り，運営権者に対し，相当の期間を定めて，当該契約不適合の修補を
請求し，又は修補に代えて若しくは修補とともに損害の賠償を請求することができ
る。ただし，当該契約不適合について運営権者に故意又は重過失がある場合には，
本項に基づく運営権者の責任期間は，当該工事の目的物の引渡しから10年とする。
2　運営権者が施工業務に際して実施した道路舗装について，破損等の契約不適合が
発見された場合，市は，当該道路舗装について道路管理者による検査が完了してか
ら2年以内に限り，運営権者に対し，相当の期間を定めて，当該契約不適合の修補を
請求し，又は修補に代えて若しくは修補とともに損害の賠償を請求することができ
る。ただし，当該契約不適合について運営権者に故意又は重過失がある場合には，
本項に基づく運営権者の責任期間は，当該道路舗装について道路管理者による検査
が完了してから10年とする。

（施工業務の目的物完成後の契約不適合責任等）
第52条　第50条第4項に基づいて市が運営権者から引渡しを受けた工事の目的物につ
いて，破損等の契約不適合が発見された場合，市は，当該工事の目的物の引渡しか
ら1年以内に限り，運営権者に対し，相当の期間を定めて，当該契約不適合の修補を
請求し，又は修補に代えて若しくは修補とともに損害の賠償を請求することができ
る。ただし，当該契約不適合について運営権者に故意又は重過失がある場合には，
本項に基づく運営権者の責任期間は，当該工事の目的物の引渡しから10年，又は市
が当該契約不適合を知った時から5年のいずれか短い期間とする。
2　運営権者が施工業務に際して実施した道路舗装について，破損等の契約不適合が
発見された場合，市は，当該道路舗装について道路管理者による検査が完了してか
ら2年以内に限り，運営権者に対し，相当の期間を定めて，当該契約不適合の修補を
請求し，又は修補に代えて若しくは修補とともに損害の賠償を請求することができ
る。ただし，当該契約不適合について運営権者に故意又は重過失がある場合には，
本項に基づく運営権者の責任期間は，当該道路舗装について道路管理者による検査
が完了してから10年，又は市が当該道路舗装の瑕疵を発見した時から5年のいずれ
か短い期間とする。

15 第56条第1項

（市による更新等）
第56条　市は，本事業開始日以降においても，別紙12－2に定める運営権設定対象施
設の更新等を実施することができるものとし，運営権者は，市による更新等の完了
後速やかに，更新等の対象となった運営権設定対象施設の引渡しを受けるものとす
る。

（本事業開始日以降に市が行う工事）
第56条　市は，本事業開始日以降においても，次の各号に掲げる工事のうち，別紙
12－2に定める工事を実施することができるものとし，運営権者は，市による第1号
及び第2号に掲げる工事の完了後速やかに，当該工事の対象となった運営権設定対
象施設の引渡しを受けるものとする。
(1) 　運営権設定対象施設の更新等
(2) 　管路の支障移設等
(3) 　給水施設工事
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番号 該当箇所 修正前（令和3年2月版） 修正後

16 第57条第3項

運営権者は，第1項に基づき市が建設した施設及び更新等を実施した運営権設定対象
施設について，本事業期間中に市が計上する減価償却費相当額を負担する。ただ
し，本条第6項に基づき市が運営権者に生じた増加費用又は損害を補償しなければな
らない場合，運営権者は，市の事前の承諾をもって，当該減価償却費相当額から運
営権者に生じた増加費用又は損害相当額を控除した金額を支払うことで足りるもの
とする。

運営権者は，第1項に基づき市が建設した施設及び更新等を実施した運営権設定対象
施設について，市が実施した建設又は更新等の対価として，本事業期間中に市が計
上する減価償却費相当額並びにこれに係る消費税及び地方消費税相当額を負担す
る。ただし，本条第6項に基づき市が運営権者に生じた増加費用又は損害を補償しな
ければならない場合，運営権者は，市の事前の承諾をもって，当該減価償却費相当
額並びにこれに係る消費税及び地方消費税相当額から運営権者に生じた増加費用又
は損害相当額を控除した金額を支払うことで足りるものとする。

17 第57条第4項

市は，本事業に係る新たな施設の建設又は運営権設定対象施設の更新等が完了した
日の属する事業年度の翌事業年度以降の本事業期間中の各事業年度の末日から60日
以内に，当該事業年度における前項に規定する減価償却費相当額の金額を確定し，
運営権者に通知するものとする。運営権者は，市より通知を受けた各事業年度に係
る減価償却相当額を，当該通知の受領日から30日以内に市に支払う。

市は，本事業に係る新たな施設の建設又は運営権設定対象施設の更新等が完了した
日の属する事業年度の翌事業年度以降の本事業期間中の各事業年度の末日から60日
以内に，当該事業年度における前項に規定する減価償却費相当額の金額を確定し，
運営権者に通知するものとする。運営権者は，市より通知を受けた各事業年度に係
る減価償却費相当額並びにこれに係る消費税及び地方消費税相当額を，当該通知の
受領日から30日以内に市に支払う。

18 第59条第1項

運営権者は，①別紙13に定める本事業開始日の前日までに市が建設又は更新等を実
施した運営権設定対象施設及び②第56条第1項に基づき引渡しを受けた運営権設定対
象施設について，PFI法第20条に基づき，本事業期間中に市が計上する減価償却費相
当額（以下「20条負担金」という。）を負担する。

運営権者は，①別紙13に定める本事業開始日の前日までに市が建設又は更新等を実
施した運営権設定対象施設及び②第56条第1項に基づき引渡しを受けた運営権設定対
象施設について，PFI法第20条に基づき，本事業期間中に市が計上する減価償却費相
当額（以下「20条負担金」という。）並びにこれに係る消費税及び地方消費税額相
当額を負担する。

19 第59条第2項

市は，①別紙13に定める本事業開始日の前日までに市が建設又は更新等を実施した
運営権設定対象施設については，本事業期間中の各事業年度の末日から60日以内
に，当該事業年度に係る20条負担金の金額を確定し，また，②第56条第1項に基づき
引渡しを受けた運営権設定対象施設については，当該引渡日の属する事業年度の翌
事業年度以降の各事業年度の末日から60日以内に，当該事業年度における20条負担
金の金額を確定し，それぞれ運営権者に通知するものとする。運営権者は，市より
通知を受けた各事業年度に係る20条負担金を，当該通知の受領日から30日以内に市
に支払う。

市は，①別紙13に定める本事業開始日の前日までに市が建設又は更新等を実施した
運営権設定対象施設については，本事業期間中の各事業年度の末日から60日以内
に，当該事業年度に係る20条負担金の金額を確定し，また，②第56条第1項に基づき
引渡しを受けた運営権設定対象施設については，当該引渡日の属する事業年度の翌
事業年度以降の各事業年度の末日から60日以内に，当該事業年度における20条負担
金の金額を確定し，それぞれ運営権者に通知するものとする。運営権者は，市より
通知を受けた各事業年度に係る20条負担金並びにこれに係る消費税及び地方消費税
額相当額を，当該通知の受領日から30日以内に市に支払う。

20 第60条第3項

市は，各事業年度の末日から60日以内に，当該事業年度における非運営権設定対象
施設等関連費用の金額を確定し，運営権者に通知するものとする。運営権者は，市
から通知を受けた非運営権設定対象施設等関連費用を，当該通知の受領日から30日
以内に市に支払う。

市は，各事業年度の末日から60日以内に，当該事業年度における非運営権設定対象
施設等関連費用の金額を確定し，運営権者に通知するものとする。運営権者は，市
から通知を受けた非運営権設定対象施設等関連費用並びにこれに係る消費税及び地
方消費税相当額を，当該通知の受領日から30日以内に市に支払う。

21 第61条第3項

市は，各事業年度の末日から60日以内に，当該事業年度におけるその他運営権設定
対象施設関連費用の金額を確定し，運営権者に通知するものとする。運営権者は，
市から通知を受けたその他運営権設定対象施設関連費用を，当該通知の受領日から
30日以内に市に支払う。

市は，各事業年度の末日から60日以内に，当該事業年度におけるその他運営権設定
対象施設関連費用の金額を確定し，運営権者に通知するものとする。運営権者は，
市から通知を受けたその他運営権設定対象施設関連費用並びにこれに係る消費税及
び地方消費税相当額を，当該通知の受領日から30日以内に市に支払う。
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番号 該当箇所 修正前（令和3年2月版） 修正後

22 第67条第3項

運営権者は，市から一部負担金の支払いを受けるために，四半期ごとに，当該四半
期の末日までに第50条第4項に基づいて市が運営権者から引渡しを受けた工事の目的
物について，要求水準書に定める必要書類及び一部負担金の積算根拠に係る資料を
市に提出し，市は，運営権者から提出された当該書類を確認（一部負担金の積算根
拠の妥当性に係る確認を含む。）する。この場合，市は，運営権者に対して，市が
必要と認める追加書類（一部負担金の積算根拠に係る追加資料を含む。）の提出を
求めることができ，必要に応じて，その内容について運営権者と協議を行うことが
できる。運営権者は，市による当該確認の後，前項に基づいて市から通知を受けた
一部負担金の金額について請求書を発行し，市は，当該請求書を受領してから30日
以内又は当該四半期の末日の2ヶ月後の応当日のいずれか遅い日までに，当該四半期
の一部負担金を支払う。なお，市は，運営権者からの求めにより，協議の上で，一
部負担金を部分的に前払することができる。

運営権者は，市から一部負担金の支払いを受けるために，四半期ごとに，当該四半
期の末日までに第50条第4項に基づいて市が運営権者から引渡しを受けた工事の目的
物について，要求水準書に定める必要書類及び一部負担金の積算根拠に係る資料を
市に提出し，市は，運営権者から提出された当該書類を確認（一部負担金の積算根
拠の妥当性に係る確認を含む。）する。この場合，市は，運営権者に対して，市が
必要と認める追加書類（一部負担金の積算根拠に係る追加資料を含む。）の提出を
求めることができ，必要に応じて，その内容について運営権者と協議を行うことが
できる。運営権者は，市による当該確認の後，前項に基づいて市から通知を受けた
一部負担金の金額について請求書を発行し，市は，当該請求書を受領してから30日
以内又は当該四半期の末日の2ヶ月後の応当日のいずれか遅い日までに，当該四半期
の一部負担金並びにこれに係る消費税及び地方消費税相当額を支払う。なお，市
は，運営権者からの求めにより，協議の上で，一部負担金を部分的に前払すること
ができる。

23 第67条第7項

第3項の規定による一部負担金の支払後，①第88条第2項の規定によるオプション延
長又は同条第3項の規定による合意延長が行われた場合，運営権者は，当該一部負担
金の対象となった施設について延長期間中に市で計上する減価償却費相当額（ただ
し，当該一部負担金の対象となった施設に関し，市が補助金を受領し，又は運営権
者が第三者から補償金を受領している場合には，延長期間中に市で計上する長期前
受金戻入相当額を控除する。）を，市が別途定める期限までに，市に支払うものと
し，②本事業終了日よりも前に実施契約が解除され，又は終了した場合，市は，運
営権者に対して，当該一部負担金の対象となった施設について残存期間（本契約が
解除され，又は終了した日から当該時点で予定されていた本事業終了日までの期間
をいう。以下本項において同じ。）中に市で計上する減価償却費相当額（ただし，
当該一部負担金の対象となった施設に関し，市が補助金を受領し，又は運営権者が
第三者から補償金を受領している場合には，残存期間中に市で計上する長期前受金
戻入相当額を控除する。）を，第102条第1項によって読み替える第90条第5項に規定
する期限までに，運営権者に支払うものとする。

第3項の規定による一部負担金の支払後，①第88条第2項の規定によるオプション延
長又は同条第3項の規定による合意延長が行われた場合，運営権者は，当該一部負担
金の対象となった施設について延長期間中に市で計上する減価償却費相当額（ただ
し，当該一部負担金の対象となった施設に関し，市が補助金を受領し，又は運営権
者が第三者から補償金を受領している場合には，延長期間中に市で計上する長期前
受金戻入相当額を控除する。）並びにこれに係る消費税及び地方消費税相当額を，
市が別途定める期限までに，市に支払うものとし，②本事業終了日よりも前に実施
契約が解除され，又は終了した場合，市は，運営権者に対して，当該一部負担金の
対象となった施設について残存期間（本契約が解除され，又は終了した日から当該
時点で予定されていた本事業終了日までの期間をいう。以下本項において同じ。）
中に市で計上する減価償却費相当額（ただし，当該一部負担金の対象となった施設
に関し，市が補助金を受領し，又は運営権者が第三者から補償金を受領している場
合には，残存期間中に市で計上する長期前受金戻入相当額を控除する。）並びにこ
れに係る消費税及び地方消費税相当額を，第102条第1項によって読み替える第90条
第5項に規定する期限までに，運営権者に支払うものとする。

24 第80条第2項

前項の規定により運営権の行使が停止された場合，市は，PFI法第27条第1項の規定
に基づきこれを登録するとともに，当該停止が同法第29条第1項第2号に規定する事
由によるときは，運営権者は，運営権の行使が停止された期間に係る運営権対価の
支払義務を負わず，市は，当該期間に係る受領済みの運営権対価を市及び運営権者
が別途合意する期限までに運営権者に支払う。また，当該停止が同法第29条第1項第
2号に規定する事由によるときは，市は，運営権者に対して，同法第30条第1項の規
定により通常生ずべき損失（運営権者の責めに帰すべき事由によって発生した損失
等を除く。）を補償する責任を負う。

前項の規定により運営権の行使が停止された場合，市は，PFI法第27条第1項の規定
に基づきこれを登録するとともに，当該停止が同法第29条第1項第2号に規定する事
由によるときは，運営権者は，運営権の行使が停止された期間に係る運営権対価の
支払義務を負わず，市は，当該期間に係る受領済みの運営権対価並びにこれに係る
消費税及び地方消費税相当額を市及び運営権者が別途合意する期限までに運営権者
に支払う。また，当該停止が同法第29条第1項第2号に規定する事由によるときは，
市は，運営権者に対して，同法第30条第1項の規定により通常生ずべき損失（運営権
者の責めに帰すべき事由によって発生した損失等を除く。）を補償する責任を負
う。
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番号 該当箇所 修正前（令和3年2月版） 修正後

25 第90条第5項

第2項の規定による出来形部分の買取り及び第3項の規定による資産の買取りが行わ
れる場合の買取対価の支払いは，本事業終了日から1年を経過した日以降速やかに
（運営権者が自らの負担する契約不適合責任の履行を担保するために合理的な保全
措置が採られていることを示して市又は市の指定する者に対して当該支払いを求め
た場合において，当該支払いを行う者がこれを適切と認めた場合には，本事業終了
日から速やかに）運営権者が別途指定する銀行口座に振り込む方法により行うもの
とする。ただし，当該支払日の到来より前に，市又は市の指定する者が第93条に定
める契約不適合責任に基づき損害賠償請求を行った場合，市又は市の指定する者
は，当該支払いに係る債務と当該損害賠償請求に係る債権を法令等の範囲内におい
て対当額で相殺することができる。この場合，市又は市の指定する者は，当該相殺
が実行され，又は当該損害賠償請求に係る債権が弁済されるまでの間，当該支払い
を拒むことができる。

第2項の規定による出来形部分の買取り及び第3項の規定による資産の買取りが行わ
れる場合の買取対価並びにこれに係る消費税及び地方消費税相当額の支払いは，本
事業終了日から1年を経過した日以降速やかに（運営権者が自らの負担する契約不適
合責任の履行を担保するために合理的な保全措置が採られていることを示して市又
は市の指定する者に対して当該支払いを求めた場合において，当該支払いを行う者
がこれを適切と認めた場合には，本事業終了日から速やかに）運営権者が別途指定
する銀行口座に振り込む方法により行うものとする。ただし，当該支払日の到来よ
り前に，市又は市の指定する者が第93条に定める契約不適合責任に基づき損害賠償
請求を行った場合，市又は市の指定する者は，当該支払いに係る債務と当該損害賠
償請求に係る債権を法令等の範囲内において対当額で相殺することができる。この
場合，市又は市の指定する者は，当該相殺が実行され，又は当該損害賠償請求に係
る債権が弁済されるまでの間，当該支払いを拒むことができる。

26 第93条ただし書

（契約不適合に関する責任）
第93条　第90条第1項の規定により引き渡された運営権設定対象施設又は同条第2項
及び第3項の規定により譲渡された資産について契約不適合（なお，①経年劣化（経
年劣化に伴う管路の不具合を含む。），②本事業終了日以降に生じた第三者破損に
よる運営権設定対象施設の不具合，③関連資料集Jに示す運営権設定対象施設の不具
合及び④市水道事業が一元的に実施する突発的な漏水事故等が発生した際の緊急作
業（ただし，本事業終了日の1年前の応当日以降に市による完了報告書（別紙16
2.(10)に規定する完了報告書をいう。）が提出されたものに限る。）の対象物件の
不具合は契約不適合に該当しない。以下本条において同じ。）が発見された場合，
市又は市の指定する者は，本事業終了日から1年以内（ただし，運営権設定対象施設
について第52条第2項に基づく責任期間が本事業終了日から1年後の応当日以降に及
んでいる場合には当該責任期間内）（以下本条において「契約不適合責任期間」と
いう。）に，運営権者に通知する。運営権者は，契約不適合責任期間内に市又は市
の指定する者から当該通知があった場合であって，当該契約不適合から市又は市の
指定する者に生じた損害又は費用等の額が1件につき100万円（消費税及び地方消費
税相当額を含まない金額とする。）を超えた場合に限り，運営権者において，相当
の期間内に，当該契約不適合の修補を行い，又は当該契約不適合に起因して市又は
市の指定する者に生じた損害又は費用等を賠償するものとする。ただし，当該契約
不適合について運営権者に故意又は重過失がある場合には，契約不適合責任は，本
事業終了日から10年とする。また，第89条の規定により運営権者から市又は市の指
定する者に提供された情報等に契約不適合（情報の齟齬，矛盾，欠缺，権利の瑕疵
を含むが，これらに限られない。）が発見された場合についても，本事業終了日か
ら1年（ただし，当該契約不適合について運営権者に故意又は重過失がある場合に
は，本事業終了日から10年とする。）以内に限り，同様とする。

（契約不適合に関する責任）
第93条　第90条第1項の規定により引き渡された運営権設定対象施設又は同条第2項
及び第3項の規定により譲渡された資産について契約不適合（なお，①経年劣化（経
年劣化に伴う管路の不具合を含む。），②本事業終了日以降に生じた第三者破損に
よる運営権設定対象施設の不具合，③関連資料集Jに示す運営権設定対象施設の不具
合及び④市水道事業が一元的に実施する突発的な漏水事故等が発生した際の緊急作
業（ただし，本事業終了日の1年前の応当日以降に市による完了報告書（別紙16
2.(10)に規定する完了報告書をいう。）が提出されたものに限る。）の対象物件の
不具合は契約不適合に該当しない。以下本条において同じ。）が発見された場合，
市又は市の指定する者は，本事業終了日から1年以内（ただし，運営権設定対象施設
について第52条第2項に基づく責任期間が本事業終了日から1年後の応当日以降に及
んでいる場合には当該責任期間内）（以下本条において「契約不適合責任期間」と
いう。）に，運営権者に通知する。運営権者は，契約不適合責任期間内に市又は市
の指定する者から当該通知があった場合であって，当該契約不適合から市又は市の
指定する者に生じた損害又は費用等の額が1件につき100万円（消費税及び地方消費
税相当額を含まない金額とする。）を超えた場合に限り，運営権者において，相当
の期間内に，当該契約不適合の修補を行い，又は当該契約不適合に起因して市又は
市の指定する者に生じた損害又は費用等を賠償するものとする。ただし，当該契約
不適合について運営権者に故意又は重過失がある場合には，契約不適合責任期間
は，本事業終了日から10年，又は市が当該契約不適合を知った時から5年のいずれ
か短い期間とする。また，第89条の規定により運営権者から市又は市の指定する者
に提供された情報等に契約不適合（情報の齟齬，矛盾，欠缺，権利の瑕疵を含む
が，これらに限られない。）が発見された場合についても，本事業終了日から1年
（ただし，当該契約不適合について運営権者に故意又は重過失がある場合には，本
事業終了日から10年，又は市が当該契約不適合を知った時から5年のいずれか短い
期間とする。）以内に限り，同様とする。
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番号 該当箇所 修正前（令和3年2月版） 修正後

27 第102条第2項

前項の規定のほか，本事業開始日後に，第94条から第100条までの規定により本契約
が解除され，又は終了した場合であって，既に完了した施工業務に要した費用のう
ち，当該解除又は終了日までに受領した利用料金及び支払済みの一部負担金をもっ
て回収ができていないと市が認める金額がある場合，市は，当該金額の算出後速や
かに運営権者に当該金額を通知するものとする。運営権者は，市から通知を受けた
金額について請求書を発行し，市は，当該請求書を受領してから30日以内に当該金
額を運営権者に支払う。

前項の規定のほか，本事業開始日後に，第94条から第100条までの規定により本契約
が解除され，又は終了した場合であって，既に完了した施工業務に要した費用のう
ち，当該解除又は終了日までに受領した利用料金及び支払済みの一部負担金をもっ
て回収ができていないと市が認める金額がある場合，市は，当該金額の算出後速や
かに運営権者に当該金額を通知するものとする。運営権者は，市から通知を受けた
金額について請求書を発行し，市は，当該請求書を受領してから30日以内に当該金
額並びにこれに係る消費税及び地方消費税相当額を運営権者に支払う。

28 第103条第3項

第1項の場合，運営権者は，本契約の解除又は終了後の期間に係る運営権対価の支払
義務を負わず，運営権者が第1項の規定による契約解除違約金その他の金員の支払い
を完了したときは，市は，当該期間に係る受領済みの運営権対価相当額を市及び運
営権者が別途合意する期限までに運営権者に支払うものとする。

第1項の場合，別紙8第1項に規定する運営権対価の総額の価格調整として，運営権
者は，本契約の解除又は終了後の期間に対応する運営権対価の支払義務を負わず，
運営権者が第1項の規定による契約解除違約金その他の金員の支払いを完了したとき
は，市は，当該期間に係る受領済みの運営権対価並びにこれに係る消費税及び地方
消費税相当額を市及び運営権者が別途合意する期限までに運営権者に支払うものと
する。

29 第105条第3項

第1項の場合，運営権者は，本契約の解除又は終了後の期間に係る運営権対価の支払
義務を負わず，市は，当該期間に係る受領済みの運営権対価相当額を市及び運営権
者が別途合意する期限までに運営権者に対し支払う。

第1項の場合，別紙8第1項に規定する運営権対価の総額の価格調整として，運営権
者は，本契約の解除又は終了後の期間に対応する運営権対価の支払義務を負わず，
市は，当該期間に係る受領済みの運営権対価並びにこれに係る消費税及び地方消費
税相当額を市及び運営権者が別途合意する期限までに運営権者に対し支払う。

30 第106条第3項

第1項の場合，運営権者は，本契約の解除後の期間に係る運営権対価の支払義務を負
わず，市は，当該期間に係る受領済みの運営権対価相当額を市及び運営権者が別途
合意する期限までに運営権者に支払う。

第1項の場合，別紙8第1項に規定する運営権対価の総額の価格調整として，運営権
者は，本契約の解除後の期間に対応する運営権対価の支払義務を負わず，市は，当
該期間に係る受領済みの運営権対価並びにこれに係る消費税及び地方消費税相当額
を市及び運営権者が別途合意する期限までに運営権者に支払う。

31 第107条第3項

第1項の場合，運営権者は，本契約の解除又は終了後の期間に係る運営権対価の支払
義務を負わず，市は，当該期間に係る受領済みの運営権対価を，市及び運営権者が
別途合意する期限までに運営権者に支払う。

第1項の場合，別紙8第1項に規定する運営権対価の総額の価格調整として，運営権
者は，本契約の解除又は終了後の期間に対応する運営権対価の支払義務を負わず，
市は，当該期間に係る受領済みの運営権対価を，市及び運営権者が別途合意する期
限までに運営権者に支払う。
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番号 該当箇所 修正前（令和3年2月版） 修正後

32 第114条第3項

3 　運営権者は，第三者（運営権者の株主を含むが，これに限られない。）が知的
財産権を保有する知的財産権対象技術を本運営事業に導入した場合，当該第三者を
して，市及び市が指定する者に対し，本契約終了後における運営権設定対象施設の
運営のための当該導入技術の利用を，無償かつ無期限で許諾させなければならな
い。ただし，当該第三者が運営権者の株主以外の第三者である場合には，運営権者
は，当該第三者をして，当該導入技術の利用を無償かつ無期限で許諾させるよう最
大限努力することで足りるものとする。

3 　運営権者は，第三者（運営権者の株主を含むが，これに限られない。）が知的
財産権を保有する知的財産権対象技術を本運営事業に導入した場合，当該第三者を
して，市及び市が指定する者に対し，本契約終了後における運営権設定対象施設の
運営のための当該導入技術の利用を，無償かつ無期限で許諾させなければならな
い。ただし，本契約終了日において運営権者が当該第三者に対して当該導入技術の
利用に係る対価の支払義務を負っている場合で，当該対価の支払が当該導入技術の
利用期間に応じて定期的に行われていたものである場合には，有償（市が合理的と
認める範囲に限るものとし，かつ，合理的な理由のない限り運営権者が負担してい
た金額を上限とする。）かつ無期限で許諾させることで足りる。また，当該第三者
が運営権者の株主以外の第三者である場合には，運営権者は，当該第三者をして，
当該導入技術の利用を無償（ただし，本項第二文に定める場合には，市が合理的と
認める範囲に限り有償）かつ無期限で許諾させるよう最大限努力することで足りる
ものとする。

33 第116条第2項

市は，一部負担金その他市が負担する費用等であって消費税及び地方消費税の課税
対象となるものについては，適用のある消費税及び地方消費税相当額を付して支払
うほか，本契約に関連するすべての公租公課について，本契約に別段の定めがある
場合を除き，これを負担しない。

市は，一部負担金その他市が運営権者に支払うべき費用等であって消費税及び地方
消費税の課税対象となるものについては，適用のある消費税及び地方消費税相当額
を付して支払うほか，本契約に関連するすべての公租公課について，本契約に別段
の定めがある場合を除き，これを負担しない。

34 別紙1第5号
「一部負担金」とは，第67条に従って，市から運営権者に対して支払われる負担金
をいう。

「一部負担金」とは，第67条に従って，運営権者が実施した本運営事業に係る更新
等の対価として市から運営権者に対して支払われる負担金をいう。

35 別紙1第60号

「浄水場内でのバックアップ」とは，原水水質の異常による取水停止及び浄水設備
の故障等に伴い，運営権設定対象施設による浄水処理が不可能となった場合におい
て，浄水場構内の連絡設備を経由し，水道水用の原水又は沈澱処理水を工業用水道
の処理系統へ供給することによって，利用者への給水を継続することをいう。

「浄水場内でのバックアップ」とは，原水水質の異常による取水停止等に伴い，運
営権設定対象施設による浄水処理が不可能となった場合において，浄水場構内の連
絡設備を経由し，水道水用の原水又は沈澱処理水を工業用水道の処理系統へ供給す
ることによって，利用者への給水を継続することをいう。

36 別紙1第69号

「その他運営権設定対象施設関連費用」とは，第61条に従って運営権者から市に対
して支払われる20条負担金以外の運営権設定対象施設に関連する費用のことをい
う。

「その他運営権設定対象施設関連費用」とは，第61条に従って，市が実施した運営
権設定対象施設に関連する役務提供の対価として運営権者から市に対して支払われ
る20条負担金以外の運営権設定対象施設に関連する費用のことをいう。

37 別紙1第70号

「大規模漏水」とは，突発的な漏水（ただし，第三者による破損に起因するものを
除く。）のうち，社会的影響の極めて大きい漏水事故（①幹線道路の全域にわたる
冠水又は陥没及びそれに伴う全面通行止め，②軌道の安全性に深刻な影響を及ぼす
出水又は陥没，並びに③広範囲の利用者に対する断水又は減圧を伴う漏水事故を含
むが，これらに限られない。）をいう。なお，「大規模漏水」の該当性について
は，個別の事案ごとに公共交通等への影響，漏水事故による第三者損害等，社会的
な影響の大きさを考慮し，運営権者と協議した上で，その都度，市が判定する。

「大規模漏水」とは，管路（取水管及び浄配水場の構内配管並びにこれらの附属設
備（制水弁，空気弁，消火栓，排水設備等）を除く。）における突発的な漏水（た
だし，第三者による破損に起因するものを除く。）のうち，社会的影響の極めて大
きい漏水事故（①幹線道路の全域にわたる冠水又は陥没及びそれに伴う全面通行止
め，②軌道の安全性に深刻な影響を及ぼす出水又は陥没，並びに③広範囲の利用者
に対する断水又は減圧を伴う漏水事故を含むが，これらに限られない。）をいう。
なお，「大規模漏水」の該当性については，個別の事案ごとに公共交通等への影
響，漏水事故による第三者損害等，社会的な影響の大きさを考慮し，運営権者と協
議した上で，その都度，市が判定する。
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38 別紙1第86号
「20条負担金」とは，第59条に従って，市に支払われる負担金をいう。 「20条負担金」とは，第59条に従って，市が実施した建設又は更新等の対価として

市に支払われる負担金をいう。

39 別紙1第87号

(87) 「任意事業」とは，本契約及び法令等を遵守し，運営権設定対象施設の機能を
阻害せず，公序良俗に反しない範囲において運営権者が実施する事業の総称をい
う。

(87) 「任意事業」とは，本契約及び法令等を遵守し，運営権設定対象施設の機能を
阻害せず，公序良俗に反しない範囲において，運営権者が，自ら又は運営権者子会
社等をして実施する事業の総称をいう。

40 別紙1第88号

「非運営権設定対象施設等関連費用」とは，第60条第1項に従って，運営権者から市
に対して支払われる負担金をいう。

「非運営権設定対象施設等関連費用」とは，第60条第1項に従って，市が実施した
上工共有施設等に係る役務提供の対価として運営権者から市に対して支払われる負
担金をいう。

41 別紙1第113号

(113) 「末端管路撤去関連費用」とは，第43条第5項に従って，市から運営権者に対
して支払われる末端管路の撤去に関する設計及び工事費をいう。

(113) 「末端管路撤去関連費用」とは，第43条第5項に従って，運営権者が実施し
た末端管路撤去業務の対価として市から運営権者に対して支払われる末端管路の撤
去に関する設計及び工事費をいう。

42
別紙10
第34条第1項

発注者は，必要に応じ，受注者に対して本業務の処理状況について調査し，又は報
告を求めることができる。ただし，発注者は，受注者の事前の承認なく，受注者が
浄配水場の運転操作を行う場所に立ち入って調査することはできない。

発注者は，必要に応じ，受注者に対して本業務の処理状況について調査し，又は報
告を求めることができる。ただし，発注者は，受注者の事前の承認なく，受注者が
浄配水場の運転操作を上工水一体運営のために一元的に行う場所に立ち入って調査
することはできない。

43 別紙10別添2 2(1)ケ

原水水質異常による取水停止や浄水設備の故障等に伴って，工業用水道の浄水処理
系統に上水道の原水や沈澱処理水を供給（浄水場内でのバックアップ）する必要性
が生じた場合は，供給量や実施期間等の見通しを明らかにした上で，水道事業から
のバックアップ対応の実施の必要性について，発注者に提言すること。

原水水質異常による取水停止等に伴って，工業用水道の浄水処理系統に上水の原水
や沈澱処理水を供給（浄水場内でのバックアップ）する必要性が生じた場合は，
バックアップの手法，バックアップを要する理由及び期間並びに想定応援給水量等
について，発注者に提言すること。

44
別紙10
別添4　1.

番号　　　9
名称　　　運転日誌（運転管理及び水質管理報告書）
（中略）
提出期日　各四半期の末日から45日以内

番号　　　9-1
名称　　 運転日誌（運転管理及び水質管理報告書）
（中略）
提出期日　各月の末日から10営業日以内

45
別紙10
別添4　1.

－ 番号　　　9-2
名称　　　運転日誌（速報版）
　　　　　（運転管理及び水質管理報告書）
内容　　　同上
様式　　　任意
提出期日　毎日
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番号 該当箇所 修正前（令和3年2月版） 修正後

46
別紙10
別添4　1.

番号　　　10
（中略）
提出期日　各四半期の末日から45日以内

番号　　　10
（中略）
提出期日　各月の末日から10営業日以内

47
別紙10
別添4　1.欄外注記

注）番号1，2，4 の様式については，本別添別紙「様式集」を参照。
　　番号16 は，番号8～11 の各提出物の当該年度分を集約したものとする。

注）番号1，2，4 の様式については，本別添別紙「様式集」を参照。
　　番号16 は，番号8～11 の各提出物の当該年度分を集約したものとする。
　　番号9-2は，毎日，前日の運転日誌（速報版）を提出する。
　　なお，運転日誌（速報版）を修正する必要が生じた場合，受注者は，その都
度，修正箇所を明示の上，発注者に修正後の速報版を提出するものとする。ただ
し，当該修正を行ったことにつき，受注者は一切の責任を負わないものとする。

48
別紙10
別添5 3(1)なお書

なお，違約ポイントが30ポイントに達した時点で，違約ポイントを計上したすべて
の要求水準未達に係る各是正措置の実施完了の市による確認が終了していない場合
は，違約ポイントの計上を継続し，発注者が，違約ポイントを計上したすべての要
求水準未達に係る各是正措置の実施完了の確認が終了した時又は本契約解除時に，
違約ポイントの合計を金額に換算し，要求水準未達違約金を受注者へ請求する。

なお，違約ポイントが30ポイントに達した時点で，違約ポイントを計上したすべて
の要求水準未達に係る各是正措置の実施完了の発注者による確認が終了していない
場合は，違約ポイントの計上を継続し，発注者が，違約ポイントを計上したすべて
の要求水準未達に係る各是正措置の実施完了の確認が終了した時又は本契約解除時
に，違約ポイントの合計を金額に換算し，要求水準未達違約金を受注者へ請求す
る。

49 別紙12-1

別紙12-1　本事業開始前に市が実施する更新等及び維持修繕

　本契約第12条第1項に定める「別紙12－1に定める運営権設定対象施設の更新等及
び維持修繕」は，関連資料集B（以下本別紙において「本資料」という。）に示す更
新等及び維持修繕とする。

※　本資料は，本契約締結日現在において市が実施することを想定している運営権
設定対象施設の更新等及び維持修繕を示したものであり，市は，本事業開始日まで
に市が行った更新等及び維持修繕並びにその内容変更又は追加に基づく本資料の更
新を行うものとする。市は，本事業開始日までの間，本事業の実施に合理的に必要
となる範囲でのみ本資料に示す更新等及び維持修繕の内容変更又は追加を行うもの
とし，当該内容変更又は追加を行おうとする場合には事前に運営権者に対してこれ
を通知し説明を行い，当該内容変更又は追加の結果，本資料が更新された場合には
これを速やかに運営権者に通知するものとする。

別紙12-1　本事業開始前に市が実施する工事

　本契約第12条第1項に定める「別紙12－1に定める工事」は，関連資料集B（以下本
別紙において「本資料」という。）に示す工事とする。

※　本資料は，本契約締結日現在において市が実施することを想定している本事業
に関する工事を示したものであり，市は，本事業開始日までに市が行った工事及び
その内容変更又は追加に基づく本資料の更新を行うものとする。市は，本事業開始
日までの間，本事業の実施に合理的に必要となる範囲でのみ本資料に示す工事の内
容変更又は追加を行うものとし，当該内容変更又は追加を行おうとする場合には事
前に運営権者に対してこれを通知し説明を行い，当該内容変更又は追加の結果，本
資料が更新された場合にはこれを速やかに運営権者に通知するものとする。
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50 別紙12-2

別紙12-2　本事業開始日以降実施する更新等

　本契約第56条第1項に定める「別紙12－2に定める運営権設定対象施設の更新等」
は，関連資料集C（以下本別紙において「本資料」という。）に示す更新等とする。

※　本資料は，本契約締結日現在において市が実施することを想定している更新等
を示したものであり，市は，本事業開始日までに市が行った更新等及び維持修繕並
びにその内容変更又は追加に基づく本資料の更新を行うものとする。市は，本事業
開始日までの間，本事業の実施に合理的に必要となる範囲でのみ本資料に示す更新
等の内容変更又は追加を行うものとし，当該内容変更又は追加を行おうとする場合
には事前に運営権者に対してこれを通知し説明を行い，当該内容変更又は追加の結
果，本資料が更新された場合にはこれを速やかに運営権者に通知するものとする。

別紙12-2　本事業開始日以降実施する工事

　本契約第56条第1項に定める「別紙12－2に定める工事」は，関連資料集C（以下本
別紙において「本資料」という。）に示す工事とする。

※　本資料は，本契約締結日現在において市が実施することを想定している本事業
に関する工事を示したものであり，市は，本事業開始日までに市が行った工事及び
その内容変更又は追加に基づく本資料の更新を行うものとする。市は，本事業開始
日までの間，本事業の実施に合理的に必要となる範囲でのみ本資料に示す工事の内
容変更又は追加を行うものとし，当該内容変更又は追加を行おうとする場合には事
前に運営権者に対してこれを通知し説明を行い，当該内容変更又は追加の結果，本
資料が更新された場合にはこれを速やかに運営権者に通知するものとする。

51 別紙15第4号

－ (4) 管路及び給水施設の修繕費の変動
　　事業年度ごとに，本事業開始日から当該事業年度に係る集計期間（別紙16
4.1(1)の表に掲げる集計期間をいう。）の末日までに発生した別紙16 3.(2)アに
規定する直接工事費の累計額（消費税及び地方消費税相当額を含まない金額とす
る。）が，それぞれの事業年度に対応する別紙19第1項の表に掲げる上限金額に●
24円を加えた金額を超過した場合

24　別紙8第1項に規定する運営権対価の総額から4億5,000万円を減じた金額を記載
します。

52 別紙16第3項第1号

3. 費用の負担
(1) 　市が1.(1)から(6)に掲げる作業に要した費用（以下「市作業費」という。）
は，運営権者が負担する。

3. 費用の負担
(1) 　市が1.(1)から(6)に掲げる作業に要した費用（以下「市作業費」という。）
は，運営権者が負担する。市は，4.の定めに従い，1.(1)から(6)に掲げる作業の対
価として，市作業費並びにこれに係る消費税及び地方消費税相当額を運営権者に請
求し，運営権者は，4.の定めに従い市にこれを支払うものとする。ただし，本事
業開始日の前日までに使用中止の状態にあり，撤去されていない給水施設の緊急作
業に係る修繕業務委託料その他これに要した費用並びにこれに係る消費税及び地方
消費税相当額については，市が負担するものとする。
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番号 該当箇所 修正前（令和3年2月版） 修正後

53 別紙16第4項第1号

市は，事業年度ごとに市作業費の金額を確定する。 市は，事業年度ごとに市作業費の金額を確定する。なお，市作業費の金額は，事業
年度ごとに，次の表に掲げる集計期間に実施した市の作業に要した費用を集計する
方法により確定するものとする。

54 別紙16第4項第2号

市は，運営権者に対し，原則として，各事業年度の末日から30日以内に，別途市が
定める様式による「突発漏水等に伴う緊急作業に係る費用請求書」及び「修繕報告
書」により，当該事業年度における市作業費の請求を行う。

市は，運営権者に対し，原則として，各事業年度の末日から30日以内に，別途市が
定める様式による「突発漏水等に伴う緊急作業に係る費用請求書」及び「修繕報告
書」により，当該事業年度における市作業費の請求を行う。ただし，令和13年度の
市作業費については，令和13年2月1日から令和14年1月31日まで及び令和14年2月1
日から令和14年3月31日まで（以下当該期間に係る請求を「第2回目の請求」とい
う。）の2回に分けて請求することとし，第2回目の請求に係る請求日について
は，市及び運営権者の協議により決定する。

55 別紙17 別紙17　水道事業からのバックアップに係る取決め 別紙17　水道事業からのバックアップに係る実施手順及び費用負担等

56 別紙17第4項第1号

市がバックアップに要した費用（以下「バックアップ費用」という。）は，運営権
者が負担する。

市がバックアップに要した費用（以下「バックアップ費用」という。）は，運営権
者が負担する。市は，5.の定めに従い，バックアップの対価として，バックアップ
費用並びにこれに係る消費税及び地方消費税相当額を運営権者に請求し，運営権者
は，5.の定めに従い市にこれを支払うものとする。

57 別紙17第4項第2号イ

イ 　作業費用
　バックアップの実施に伴って必要となる市の作業（上水施設から工水施設への送
水の開始又は停止のための，電動弁の動作又は上工連絡設備の開設及び閉鎖の作業
（以下「切替作業」という。）又は利用者の給水施設内部の切替設備によるバック
アップ実施時における，工業用水道の使用水量の確認及び通知作業をいう。）に係
る費用

イ 　作業費用
　バックアップの実施に伴って必要となる市の作業（切替作業（上水施設から工水
施設への送水の開始又は停止のための，電動弁の動作又は上工連絡設備の開設及び
閉鎖の作業をいう。）又は利用者の給水施設内部の切替設備によるバックアップ実
施時における，工業用水道の使用水量の確認及び通知作業をいう。）に係る費用

事業年度 集計期間

令和4年度 令和4年4月1日から令和5年1月31日まで

令和5年度 令和5年2月1日から令和6年1月31日まで

令和6年度 令和6年2月1日から令和7年1月31日まで

令和7年度 令和7年2月1日から令和8年1月31日まで

令和8年度 令和8年2月1日から令和9年1月31日まで

令和9年度 令和9年2月1日から令和10年1月31日まで

令和10年度 令和10年2月1日から令和11年1月31日まで

令和11年度 令和11年2月1日から令和12年1月31日まで

令和12年度 令和12年2月1日から令和13年1月31日まで

令和13年度 令和13年2月1日から令和14年3月31日まで
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番号 該当箇所 修正前（令和3年2月版） 修正後

58 別紙18第1項

1. 上工共有施設等に関して市が第三者との間で締結する業務委託契約

本契約第60条第1項第8号に定める「別紙18に掲げる契約」は，関連資料集Oに示す施
設とする。

1. 上工共有施設等に関して市が第三者との間で締結する業務委託契約

本契約第60条第1項第8号に定める「別紙18に掲げる契約」は，関連資料集Oに示す契
約とする。

59 別紙18第2項

2. 運営権設定対象施設に関して市が第三者との間で締結する業務委託契約

本契約第61条第1項第3号に定める「別紙18に掲げる契約」は，関連資料集Oに示す施
設とする。

2. 運営権設定対象施設に関して市が第三者との間で締結する業務委託契約

本契約第61条第1項第3号に定める「別紙18に掲げる契約」は，関連資料集Oに示す契
約とする。

別紙19　運営権者が負担する直接工事費の上限額

　運営権者が負担する別紙16 3.(2)アに規定する直接工事費（以下本別紙におい
て「直接工事費」という。）の上限額は，以下のとおりとする。

1.　次の表に掲げる事業年度ごとに，本事業開始日から当該事業年度に係る集計
期間（別紙16 4.(1)の表に掲げる集計期間をいう。）の末日までに発生した直接
工事費の累計額（消費税及び地方消費税相当額を含まない金額とする。）が，次の
表の右欄に掲げる上限金額（以下「累計上限額」という。）を超過する場合，運営
権者は，当該累計上限額の限度で市に直接工事費を支払うことで足りる。ただし，
本事業期間中に本項の規定により運営権者が支払いを免れた直接工事費の金額の合

計が●28円（以下「免責基準額」という。）を超過した場合，運営権者は，第43条
第4項本文の規定に従い，当該超過分を市に支払う。

2.　前項の規定にかかわらず，前項の規定により運営権者が支払いを免れた直接
工事費の金額の合計が免責基準額を超過した場合で，かつ，運営権者の[合理的
な]経営努力にもかかわらず，第64条第3項及び別紙15第4号の規定により事業計画
の見直しを行ってもなお，運営権者の将来的な事業継続が危ぶまれると市が認める
場合，運営権者は，累計上限額を超える部分の直接工事費について，市に支払うこ
とを要しないものとする。ただし，本事業期間中に本項の規定により運営権者が支
払いを免れた直接工事費の金額の合計が，支払済みの運営権対価相当額から免責基
準額を減じた金額を超過した場合はこの限りではなく，運営権者は，第43条第4項
の本文の規定に従い，当該超過分を市に支払うものとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

60

別紙19 －

事業年度 上限金額

令和4年度 8,100万円

令和5年度 1億6,200万円

令和6年度 2億4,300万円

令和7年度 3億2,400万円

令和8年度 4億500万円

令和9年度 4億8,600万円

令和10年度 5億6,700万円

令和11年度 6億4,800万円

令和12年度 7億2,900万円

令和13年度 8億1,000万円
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４　要求水準書（案）

番号 該当箇所 修正前（令和3年2月版） 修正後

1 第1-8表1-2大規模漏水

突発的な漏水（ただし、第三者による破損に起因するものを除く。）のうち、社会
的影響の極めて大きい漏水事故（①幹線道路の全域にわたる冠水又は陥没及びそれ
に
伴う全面通行止め、②軌道の安全性に深刻な影響を及ぼす出水又は陥没、並びに③
広範囲の利用者に対する断水又は減圧を伴う漏水事故を含むが、これに限られな
い。）
をいう。なお、大規模漏水の該当性については、表１－４に示す考え方を目安と
し、社会的な影響の大きさを考慮したうえで、個別の事案ごとに判定する。

管路（取水管及び浄配水場の構内配管並びにこれらの附属設備（制水弁，空気弁，
消火栓，排水設備等）を除く。）における突発的な漏水（ただし、第三者による破
損に起因するものを除く。）のうち、社会的影響の極めて大きい漏水事故（①幹線
道路の全域にわたる冠水又は陥没及びそれに
伴う全面通行止め、②軌道の安全性に深刻な影響を及ぼす出水又は陥没、並びに③
広範囲の利用者に対する断水又は減圧を伴う漏水事故を含むが、これに限られな
い。）
をいう。なお、大規模漏水の該当性については、表１－４に示す考え方を目安と
し、社会的な影響の大きさを考慮したうえで、個別の事案ごとに判定する。

2
第3-3(1)表3-1
（参考）施設管理の対象外

東淀川浄水場　浄水施設
水質計器　一式
（濁度計、pＨ計、アルカリ度計等）

東淀川浄水場　浄水施設
水質計器類　一式
（採水ポンプ吐出側の第１バルブを分界点とし、これより下流側の設備（濁度計、
pＨ計、アルカリ度計等）は施設管理の対象外とする。）

3 第3－3(1)ウ(ア)

(ア)　施設の状態監視保全、保守点検、補修
Ａ　施設の健全性や機能性が損なわれることのないよう、アセットマネジメントの
観点を踏まえ、効果的な状態監視保全を行うこと。
Ｂ　施設の定期的な保守点検を行い、損傷や腐食、摩耗状況等を確認したうえで、
補修等対策の必要性を検討すること。また、保守点検にあたっては、適宜、既設
メーカー等専門的な知識を有する者により実施すること。
特に、建築基準法（昭和25年法律第201号）、消防法（昭和23年法律第186号）等に
規定する法定点検については、点検内容・点検周期を遵守し、適正に実施するこ
と。

(ア)　施設の状態監視保全、巡視・保守点検、補修等
Ａ　施設の健全性や機能性が損なわれることのないよう、アセットマネジメントの
観点を踏まえ、効果的な状態監視保全を行うこと。
Ｂ　浄配水場の施設の定期的な巡視・保守点検を行い、損傷や腐食、摩耗状況等を
確認したうえで、補修等対策の必要性を検討すること。また、保守点検にあたって
は、適宜、既設メーカー等専門的な知識を有する者により実施すること。
特に、建築基準法（昭和25年法律第201号）、消防法（昭和23年法律第186号）等に
規定する法定点検については、点検内容・点検周期を遵守し、適正に実施するこ
と。
なお、東淀川浄水場各施設の巡視については、(２)イに基づき、運転管理業務の
日常点検として、実施する。

4 第3－3(1)ウ(ア)の最後に追加

－ Ｅ　維持管理の実施のために，市水道事業と共有又は共用している施設に立ち入る
ための入構手続き及び入構に係る通知（本項に定める通知は口頭で行うこともでき
る。）方法について，市と事前に協議し，本事業開始日までに決定すること。

5 第3－3(2)ケ

原水水質異常による取水停止や浄水設備の故障等に伴って，工業用水道の浄水処理
系統に上水の原水や沈澱処理水を供給（浄水場内でのバックアップ）する必要性が
生じた場合は，供給量や実施期間等の見通しを明らかにしたうえで，市に上水の供
給を要請すること。また，必要に応じ，河川管理者等の関係先に対する報告・調整
を行うこと。なお，上水に係る受水費用は、運営権者の負担とする。

原水水質異常による取水停止等に伴って，工業用水道の浄水処理系統に上水の原水
や沈澱処理水を供給（浄水場内でのバックアップ）する必要性が生じた場合は，
バックアップの手法，バックアップを要する理由及び期間並びに想定応援給水量等
について，市と事前に協議を行ったうえで，市に上水の供給を要請すること。ま
た，必要に応じ，河川管理者等の関係先に対する報告・調整を行うこと。なお，上
水に係る受水費用は、運営権者の負担とする。
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番号 該当箇所 修正前（令和3年2月版） 修正後

6
第4-3(1)エ
表４－４　撤去対象の末端管
路（修正箇所のみ抜粋）

7 第5－3(2)オ（ア）

　道路部分の給水施設において、突発的な漏水事故等が発生した場合は、第４－３
(４)「緊急修繕」に準じて修繕すること。なお、修繕に伴う費用は、運営権者の負
担とするが、使用者又は所有者の故意又は重大な過失及び第三者破損の場合は、第
４－３(４)エ「第三者破損発生時の対応」に準じて対応ずること。

　道路部分の給水施設において，突発的な漏水事故等が発生した場合は，第４－３
(４)「緊急修繕」に準じて修繕すること。なお，修繕に伴う費用は，運営権者の負
担とするが，使用者又は所有者の故意又は重大な過失及び第三者破損の場合は，第
４－３(４)エ「第三者破損発生時の対応」に準じて対応ずること。
　ただし，本事業開始日の前日までに使用中止の状態にあり，撤去されていない道
路部分の給水施設において漏水等が発生した場合，修繕その他必要な処置に伴う費
用については，市の負担とする。

布設 土被り 口径 延長

年度 (㎜) （ｍ）

（ｍ）

8 都島 毛馬町１丁目～毛馬町３丁目 1965 1.2 ＦＡ φ75 500

10 都島 都島南通２丁目 1965 1.3 ＦＡ φ500他 630

15 城東 今福南４丁目～今福西２丁目 1965 1.3 ＦＣ φ250他 780

24 城東 関目２丁目 2000 0.9 ＤＫ φ75 50

31 生野 中川東１丁目 1966 0.8 ＤＡ φ75他 330

34 生野 巽北３丁目～小路３丁目 1967 1 ＤＡ φ125 180

18,550合計

…

…

…

…

…

…

番号 区 場所 管種

布設 土被り 口径 延長

年度 (㎜) （ｍ）

（ｍ）

8 都島 毛馬町１丁目～毛馬町３丁目 1965 1.2 ＦＡ φ75他 500

10 都島 都島南通２丁目～中野町２丁目 1965 1.3 ＦＡ φ500他 1,220

15 城東 今福南４丁目～今福西２丁目 1966 1.3 ＦＡ φ200他 780

24 城東 関目２丁目 2000 0.9 ＤＫ φ75他 50

31 生野 中川東１丁目 1967 0.8 ＤＡ φ75他 330

34 生野 巽北３丁目～小路３丁目 1967 1 ＤＡ φ125他 180

19,140

…

番号

…

…

…

…

区

…

場所 管種

合計
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